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小規模橋梁を対象とした現地計測結果と計測結果を受けた維持管理方針 
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１．目的 

日本全国には橋梁点検により補修が必要と診断さ

れた橋梁は多数存在する．しかしながら，それらを管

理する自治体の多くは，予算や人員不足の面から措

置の着手率は低い．特に，多くの小規模橋梁を管理す

る地方自治体ではこの問題が顕著である． 

茨城県筑西市においても，この問題に直面してい

る．筑西市では，現在 876 橋の橋梁を管理しており，

うち約9割は，橋長が15m未満の小規模橋梁である．

さらに，小規模橋梁の 83 橋が令和 3 年度時点で健全

性Ⅲ判定と診断されており，今後の維持管理費用の

増大や自治体職員の人員不足が懸念されている． 

そのような中，令和 4 年度に橋梁長寿命化修繕計

画の策定時に，小規模橋梁を対象とした載荷試験を

実施した．その結果から， 損傷した小規模橋梁を”モ

ニタリングしながら措置を最小限とする”独自の管

理水準を設定し，維持管理費用の削減，更新時期の平

準化に努めている． 

本稿は，前述の長寿命化修繕計画を策定する際に

行った小規模橋梁の現地載荷試験の概要，地方自治

体における橋梁の維持管理方針について検討した結

果を報告する． 

２．現地載荷試験の概要 

 対象橋梁は，小規模橋梁の中でも比較的損傷状態

が悪いプレキャスト RCT 桁構造の橋梁の中から，図 

1 に示すような橋梁（A～C）を 3橋選定した．複数の

コンクリート損傷が確認されているほか，橋梁によ

っては曲げひび割れ（4mm 程度たわんだ状態）（図 2），

せん断方向のひび割れ（図 3）が確認されている． 

 試験は、桁たわみ，ひずみを計測し供用性について

判断する事を目的として実施した.計測手法には,簡

易に継続監視が可能とするためサンプリングモアレ

法、ひずみ可視化デバイスを選定した（図 4）．載荷

には，図 5 に示す車両により実橋の車載試験を実施

した． 

 

（左;側面図 右;損傷図） 

図 1 対象橋梁 B 

  
図 2 曲げひび割れ 図 3 せん断ひび割れ 

 
 

 
図 4 計測手法 図 5 載荷車両(T-20) 

３．断面計算による試算結果  

載荷前に発生する桁たわみについて，試算結果を

表 1 に示す．対象橋梁 Bは，プレキャスト形式の RCT

桁 6 本で構成されており，それらを連結しているも

のは確認できていない．そのため，輪荷重を載荷点直

下の桁 1 本のみで支持した場合と，舗装・RC 版によ

り荷重が分散され全断面によって支持する場合の 2

パターンで算出（図 6）を行った．なお，損傷状態な 
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どは考慮せず，健全である前提で試算した.計算結果

では，対象橋梁 B では，支間中央で最大 0．97mm の

たわみが発生することが想定された． 

表 1 計算結果（B 橋） 

 

  
図 6 抵抗断面のイメージ 

４．現地計測結果 

表 2 に、B 橋の現地計測によって得られたたわみ

値を示す． 

 各橋梁で複数の載荷ケースを実施した結果,最も大

きなたわみ値を示したのは case7 で 0．74mm となっ

た．表 1 に示した計算結果と比較すると，桁１本で

支持した状態の計算値と概ね一致している.また，載

荷により橋梁の機能に支障をきたす状況は確認され

なかったため，本業務では，当面の供用性に問題無

いと判断した． 

 表 2 計測結果（B 橋） 

 

５．劣化した小規模橋梁の維持管理方針の設定 

 現地計測の結果から，筑西市では，管理水準を表 

3 に示すように設定した．今回，載荷計測を行った

橋梁と構造形式が同様の橋梁は，所定の劣化は許容

し，架替や撤去を前提とした小規模な維持工事によ

る管理を行っていくこととし，その際の管理水準は

健全性「Ⅲ」からさらに劣化が進んだ「Ⅲ+」を想

定した． 

前述の維持管理イメージを図化したものを図 7 に

示す．健全性「Ⅳ」に到達する直前に小規模な維持

工事を実施することで，本来想定される架替や撤去

の年数を十数年先延ばしすることが可能であると考

える．ただし，経年劣化により構造性能が落ちるこ

とも懸念されるため，今後，同じような状況下で，

定期的なモニタリングを実施することを前提として

いる. 

表 3 維持管理方針の設定 
管理区分 管理水準 管理方針 

予防保全型 Ⅱ 

維持管理のレベルを高く設定し，第

三者被害への影響が比較的大きい橋

梁に対して，予防対策を実施する． 

早期

措置 

Ⅰ型 Ⅲ- 
簡易修繕で対応できる段階にて措置

を実施する． 

Ⅱ型 Ⅲ 
所定の劣化段階に至った時点で措置

を実施する． 

Ⅲ型 Ⅲ+ 
劣化は前提とし、簡易修繕により、供

用限界まで維持管理する． 

事後保全型 Ⅳ 
架替や撤去を前提として、最小限の

維持管理とする． 

 

図 7 維持管理のイメージ 

６．おわりに 

 本検討では，小規模橋梁の供用性について実橋の

載荷試験を通して確認することができた．今回の維

持管理方針の設定に伴い，健全性「Ⅲ+」の判断が

必要となるため，判断が可能となるような点検マニ

ュアルが必要であると考えており,今後検討する予定

である． 

 近年，橋梁における従来型管理から予防保全型管

理への転換が謳われているが，小規模橋梁を多く管

理する地方自治体では，必ずしもすべての橋梁に対

して予防保全型管理を実施することが難しくなって

いる．筑西市のように，小規模橋梁の一部を管理水

準低くして管理することで，維持管理費や人員の削

減につながるが，一方で，それらの橋梁を対象とし

た根拠となり得る試験・計測や管理体制を検討する

ことが必要であると考えている. 

支持条件 桁1本 全断面

桁高(m) 0.6 0.6

支間(m) 5.3 5.3

輪荷重P(kN) 50 100

断面二次モーメント(m^4) 7.24*10^-3 45.893*10^-3

弾性係数(kN/m^2) 2.2*10^7 2.2*10^7

輪荷重_支間中央たわみ値(mm) 0.97 0.31

対象橋梁

前輪静止 後輪静止 通り抜け 前輪静止 後輪静止 通り抜け

case5 -0.67 -0.73 - 0:24.4から2秒間 0:57.3から2秒間 -

case6 -0.61 -0.66 - 0:29.3から2秒間 1:03.3から2秒間 -

case7 -0.48 -0.52 -0.74 0:16.7から2秒間 0:40.1から2秒間 "1.37.3

case8 -0.49 -0.50 -0.71 0:35.4から2秒間 0:58.5から2秒間 "1.54.5

鉛直たわみ値(mm)
静止時：時間平均値
通り抜け：最大値

抽出データの時刻
(各Caseの開始時間を，0分:00.0秒とする）

健全度

供⽤年数

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ
撤去もしくは更新

延命化従来型管理の場合の寿命

計画策定時

最低限の補修⼯事
・所定の劣化を
許容し対策実施

・架替を視野に管理

VI-504 令和5年度土木学会全国大会第78回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - VI-504 -


